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1.　はじめに

アクティブラーニング（AL）導入を促進する動き

やそのための議論が活発に行われている．高等学校に

対して行われた調査では，AL の視点に立った参加型

授業の実施率は 75％を超えるものの，学校全体とし

て目標設定や具体的計画を策定しているところは 1～

2割程度の範囲内と，まだまだ少ない（1）．

A 工業高等専門学校（以下，「A高専」）は，国立高

等専門学校機構（以下，「国立高専」）の AL 推進実践

校として教育改革を進めている．ALセンターの設置，

ラーニングコモンズをはじめとする学習環境の整備お

よび AL 型授業の実践などの AL 推進にかかる取り組

みを国立高専全体に発信，普及を行っている．学習者

の能動的な学習を促す学習・教育手法の一つに，地域

の課題解決や地域住民との活動を通じて学習するサー

ビスラーニング（以下，「SL」）がある．A高専は AL

推進実践校となる前から，主に正課外で有志の教職員

と学生たちにより，30 近くの地域貢献プロジェクト

（以下，「地域貢献 PJ」）を行っているが，教育効果を

高めるための視点や教育手法としての位置付けが十分

でなかった．サービスに比重が置かれ，学生が活動へ

の意義を見いだせない，活動を学生自身の学びにつな

げられていないといった課題を抱えていた（2）．

平成 28 年度から，A 高専の 63 名の全教員が 8～

9 名で構成される学生のチームをそれぞれ担当する，

地域貢献 PJ を着想としたプロジェクト型学習（PBL: 

Project-based Learning）科目「Co＋work（コプラス

ワーク）」（以下，「本科目」）が開講されることとなっ

た．これは質的転換答申での「教員と学生が意思疎通

を図りつつ，一緒になって切磋琢磨し，相互に刺激を

与えながら知的に成長する場を創り，学生が主体的に

問題を発見し解を見いだしていく能動的学修（3）」を，

組織的取り組みとして行うことを意図する．

本研究では，全教員で担当する本科目の教育の質を

保ち，教育効果を高めるため，授業設計および導入段

階での教員への支援・介入ポイントを明らかにすべく，

海外の SL 文献から整理した SL 実施の設計段階で押さ
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